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【高齢者人口】
・令和5年高齢者人口（65
歳以上）17,875人
・2025年 18,122人推定
・2040年 21,091人推定
　　　　　　増加見込

【高齢者のみ世帯】
・3年前と比べても7.6％
（独居高齢者数は
11.5％）
増加している。

【認知症高齢者数】
・2040年にかけて認知症
高齢者数の増加が予想さ
れる。

【高齢者要望等実態調
査】
・自分の力だけで生活が
難しくなった場合の住ま
いの希望については、
「介護サービスの支援を
受けながら自宅で暮らし
たい」の割合が50.6％
・生活機能のリスク該当
者の割合では、「認知
症」や「うつ」「転倒」
の項目でリスク該当者が3
割から5割弱
・地域で暮らし続けるた
めに、周りの人に助けて
もらいたいことは、「災
害時の手助け」が36.8％
（前回44.5％）で最も高
く、次いで「病気などの
緊急時の手助け」32.1％
（前回34.7％）、「安否
確認のための日常的な声
かけ」16.4％（前回
23.5％）

【地域ケア会議より】
・日常生活の困りごと
（外出同行、送迎やゴミ
出し等）を支援するサー
ビスの検討が必要
・認知症高齢者やその家
族が住み慣れた地域で暮
らせる地域づくりや相談
事業、地域住民への啓発
の強化等、総合的な認知
症高齢者支援が必要

人口推計・アンケー
ト調査・9期計画検証
結果・地域ケア会議
より
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課題５
医療・介護をはじ
めとした多職種と
の連携強化
（視点6）

視点４
安心し
て暮ら
すため
の仕組
みの構
築

【基本目標３】
地域における多
職種連携の推進

【基本目標２】
住み慣れた地域
での生活継続と
自立支援の推進

基本目標

【基本目標１】
地域参加と健康
づくりの推進

【基本目標１】
地域参加と健康
づくりの推進

第9期介
護保険事
業計画の
見直しの
ポイント

①介護
サービス
基盤の計
画的な整
備
②地域包
括ケアシ
ステムの
深化・推
進に向け
た取組み
③地域包
括ケアシ
ステムを
支える介
護人材確
保及び介
護現場の
生産性向
上

基本目標
基本
理念

第8期鳥栖市高齢者福祉計画
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【基本目標１】
保健・介護予防

地域参加と健康
づくりの推進

■介護予防事業や生きが
いづくりの事業等におい
て、参加者の固定化や減
少がみられ、より多くの
地域参加の機会形成や介
護予防の取組促進のた
め、新規の参加者に向け
た周知の強化が必要。
■一般介護予防事業に
は、活動の自主組織化に
向けて事業の実施方法に
ついて検討を要する事業
がある。

【高齢者人口】
・令和元年高齢者人口
（65歳以上）17,172人
・2025年 18,846人推定
・2040年 22,348人推定
　　　　　　増加見込

【高齢者のみ世帯】
・3年前と比べても10％
（独居高齢者数は15％）
増加している。

【認知症高齢者数】
・2040年にかけて認知症
高齢者数の増加が予想さ
れる。

【高齢者要望等実態調
査】
・生活機能のリスク該当
者の割合では、「認知
症」や「うつ」「転倒」
の項目でリスク該当者が4
割から6割弱
・災害時に何らかの支援
を必要とすると回答した
高齢者は33.8％
・地域で暮らし続けるた
めに、周りの人に助けて
もらいたいことは、「災
害時の手助け」が44.5％
で最も高く、次いで「病
気などの緊急時の手助
け」34.7％、「安否確認
のための日常的な声か
け」23.5％

【地域ケア会議より】
・地域のお世話役をして
くれる人材の確保や身近
な通いの場が必要
・買い物が困難な方や、
交通手段の不便な地域の
住民が気軽に利用するこ
とが出来る移動手段の確
保や生活支援サービスの
検討が必要
・認知症高齢者の実態把
握や地域住民への啓発の
強化等、総合的な認知症
高齢者支援が必要
・災害時等に早期に対応
するための世帯状況把握
や連携体制整備が必要

人口推計・ア
ンケート調
査・8期計画検
証結果・地域
ケア会議より

【基本目標２】
福祉・生活支
援・住まいと住
まい方

住み慣れた地域
での生活継続と
自立支援の推進

■地域包括支援センター
との連携を一層強化する
ことが必要。
■地域の防災力を向上さ
せ、高齢者などの要配慮
者の災害時に備える取組
みを継続することが必
要。
■在宅福祉サービスの事
業について、高齢者の
ニーズに照らし、見直し
を要する事業がある。
■ひとり暮らしや認知症
の高齢者が増加し、成年
後見制度利用のニーズが
高まることが想定される
ため、既存制度の周知を
行うとともに、国の基本
指針に基づく相談体制を
検討する必要がある。

【基本目標３】
介護・リハビリ
テーション・医
療・看護

地域包括ケアシ
ステムの深化・
推進と多職種連
携

介護保険
制度の見
直し

①
2025・
2040年を
見据えた
サービス
基盤、人
的基盤の
整備
② 地域
共生社会
※１の実
現
③ 介護
予防・健
康づくり
施策の充
実・推進
④ 認知
症施策の
推進
⑤ 地域
包括ケア
システム
を支える
介護人材
確保及び
業務効率
化の取組
強化
　

鳥栖市の現状（Ｒ元）

■介護・リハビリテー
ション・医療・看護・生
活支援コーディネーター
などの多職種連携のさら
なる深化や制度周知の一
層の強化によって、地域
包括ケアシステムの深
化・推進を図っていく。
■市民との意識の共有や
地域づくりへのさらなる
参加促進をするととも
に、既存の地域資源の見
える化や市民ニーズの集
約を行い、地域課題の裏
付けを明確化する必要が
ある。
■認知症の人やその家族
が住み慣れた地域での生
活を継続するために、認
知症に関する知識の普
及・啓発や相談機関等の
資源の周知を強化すると
ともに、認知症地域支援
推進員等の専門職との連
携を推進する必要があ
る。

基本
理念

基本目標
計画策定
の視点

8期計画の主な課題 国の方針
（Ｐ７）

鳥栖市の現状（Ｒ４）
（Ｐ８～Ｐ１２）

高齢者を取り巻く課
題

（Ｐ１３）

9期計画の主な課題
（Ｐ４～Ｐ６）

高齢者を取り
巻く課題

基本
理念

計画策定
の視点

国の方針

視点１
社会参
加への
支援

視点２
介護予
防の推
進

視点３
地域の
支え合
い

課題１
高齢者の社
会参加の促
進

課題２
通いの場な
どの身近な
場所での介
護予防と担
い手の育成

課題２
介護予防の推進
（前回課題2）
（視点2）

課題３
高齢者のニーズに
対応した生活支援
の仕組みの構築
（前回課題3）
（視点3、4）

視点４
認知症
高齢者
支援の
推進 課題５

災害等の緊
急時の支援
体制の整備

視点６
専門職
種との
連携強
化

課題４
認知症高齢
者支援の推
進

視点１
介護予
防の推
進

視点２
社会参
加の支
援

課題１
高齢者の社会参加
の促進
（前回課題1）
（視点1）

視点6に対する課題
■成年後見制度については相談体制の整備を進めてい
くとともに、市民に制度の周知を図る必要がある。
■自立支援ケア会議は「個別課題の検討」のみならず
「地域課題の抽出」までつなげていく必要がある。
■在宅生活における様々な課題に対応できるよう、医
療や介護をはじめとする専門職との連携を強化してい
く必要がある。

視点1に対する課題
■新型コロナウイルスの影響で、これまで活動の自粛
等が行われてきたが、社会参加を促す事業の周知及び
参加・利用の啓発を強化していく必要がある。
■高齢者人口の増加が見込まれる中で、社会参加・生
きがいづくりを支援するため、多様なニーズに応じた
様々な分野での取り組みが必要である。

視点2に対する課題
■新型コロナウイルスの影響で、活動の自粛等が行わ
れてきたが、徐々に介護予防活動も再開しつつある。
しかし、参加者の固定化がみられる事業があり、より
多くの地域参加の機会形成や介護予防の取組促進のた
め、新規の参加者に向けた周知の強化が必要である。
■教室参加時だけでなく、自宅に戻った後にもできる
セルフケアを啓発していく必要がある。
■一般介護予防事業の中には、活動の自主組織化に向
けて事業の実施方法について検討を要する事業があ
る。

視点3に対する課題
■引き続き生活支援コーディネーターと連携し、地域
資源の発掘やネットワークの構築を行う必要がある。
■生活支援サービス事業は、新規事業の創出まで至っ
ておらず、引き続き情報収集や人材育成、サービス提
供団体への支援が必要である。
■地域の中で困りごとの共有を図りながら、支え合い
について理解を深め、多様な主体の連携を強化する必
要がある。

視点4に対する課題
■高齢者等見守りネットワーク事業については、協力
事業者の拡大および連携強化を図るとともに、認知症
の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために
事業の周知を強化し、事前登録を推進していく必要が
ある。
■食の自立支援事業、福祉電話事業、在宅寝たきり老
人介護見舞金など事業を必要とする方への利用につな
がるよう市民への周知を強化していく必要がある。
■福祉有償運送は運転手の確保が難しく事業継続が難
しくなっている。

課題３
高齢者の
ニーズに対
応した生活
支援の仕組
みの構築

【基本目標２】
住み慣れた地域
での生活継続と
自立支援の推進

【基本目標３】
地域における多
職種連携の推進

視点３
地域で
支え合
う仕組
みの構
築

視点５
認知症
高齢者
支援の
推進

視点5に対する課題
■認知症サポーター養成講座は新型コロナウイルスの
影響で開催依頼が減少したが認知症高齢者の増加が見
込まれるため、事業の周知を行っていく必要がある。
また、生活関連企業との連携（職域サポーターの育
成）を図っていく必要がある。
■認知症地域支援推進員が多様な主体と連携し、認知
症の人や家族支援者と認知症サポーターをつなぐ仕組
みづくりの検討が必要である。
■認知症カフェ新設のために担い手の育成や啓発を
行っていく必要がある。

課題４
認知症高齢者支援
の強化
（前回課題4）
（視点5）


